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研究要旨 
厚生労働統計「衛生行政報告例」を用いて、本研究班対象の指定難病（2015年難病法施行により、

新たに指定難病となった疾患を含む）について、受給者数や年齢分布、その年次推移を観察した。2015
年の難病法施行前から医療費助成対象であった再生不良性貧血の受給者数は 2015 年度以降減少して

おり、2017年度受給者数は8,007であった。受給者数に影響を及ぼす要因として、2015年からの認

定における重症度基準の導入、軽症高額特例の制度、小児慢性特定疾患の対象への移行等の影響が考

えられた。特に受給者数は、2016年度から2017年度にかけて、25％減と大きく減少しており、2017
年度の継続申請における経過措置終了の影響の程度が明らかになった。新たに指定難病となった自己

免疫性溶血性貧血、発作性夜間ヘモグロビン尿症、後天性赤芽球癆の3疾患の受給者数、年齢分布を

明らかにした。3疾患の2017年度受給者数は、自己免疫性溶血性貧血898、発作性夜間ヘモグロビン

尿症622、後天性赤芽球癆435であった。3疾患の受給者数はいずれの年齢階級でも増加していた。 
 

 
Ａ．研究目的 
厚生労働統計「衛生行政報告例」を用いて、本研究

班対象の指定難病（2015年難病法施行により、新たに

指定難病となった疾患を含む）について受給者数や性

年齢分布、その年次推移を観察した。また、難病法施

行前からの医療費助成対象疾患である再生不良性貧血

については、重症度基準の導入、2017年度医療費助成

継続申請の経過措置終了に伴う受給者数の変化につい

て検討し、制度変更が受給者データにどのような影響

を及ぼすのかを評価・検討した。 
 
Ｂ．研究方法 
資料として、厚生労働統計「衛生行政報告例（2010

年度～2017 年度）」1) による各年度末現在の受給者数

を用いた。本研究班対象の指定難病である再生不良性

貧血、自己免疫性溶血性貧血、発作性夜間ヘモグロビ

ン尿症、後天性赤芽球癆について、受給者数や年齢分

布、その年次推移を観察した。再生不良性貧血につい

ては、重症度基準の導入、2017年度医療費助成継続申

請の経過措置終了に伴う受給者数の変化について検討

した。 
（倫理面への配慮）本研究では、個人情報を含むデータ

を取り扱わないため、個人情報保護に関係する問題は

生じない。 
 
Ｃ．研究結果 

2015 年の難病法施行前から医療費助成対象であっ

た再生不良性貧血の受給者数は、2010 年度 9,417、
2011年度10,148、2012年度10,287、2013年度10,428、
2014年度11,152、2015年度10,505、2016年度10,523、
2017年度8,007と、2015年度以降減少していた。特

に受給者数は、2016 年度から 2017 年度にかけて、

25％減と大きく減少していた。再生不良性貧血の受給

者数の年齢別分布の推移（2014～2017年度）を図1、
図 2 に示した。2014 年度から 2015 年度にかけて 20
歳未満での減少率が大きかった。2016年度から2017
年度にかけて、20歳以上で減少率が大きかった。 

2015 年に新たに指定難病となった自己免疫性溶血

性貧血、発作性夜間ヘモグロビン尿症、後天性赤芽球

癆の受給者数（2015～2017年度）を表に示し、年齢別

分布の推移（2015～2017 年度）を図 3、図 4、図 5、
図6、図7、図8に示した。3疾患の2017年度受給者

数は、自己免疫性溶血性貧血 898、発作性夜間ヘモグ

ロビン尿症 622、後天性赤芽球癆 435 であった。3 疾
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患とも受給者数はいずれの年齢階級でも増加していた。 
 

Ｄ．考察 

2015 年の難病法施行前から医療費助成対象であっ

た再生不良性貧血の受給者数は 2015 年度以降減少し

ており、2017年度受給者数は8,007であった。受給者

数に影響を及ぼす要因として、2015年からの認定にお

ける重症度基準の導入、軽症高額特例の制度、小児慢

性特定疾患の対象への移行等の影響が考えられた。特

に受給者数は、2016 年度から 2017 年度にかけて、

25％減と大きく減少しており、2017 年度の継続申請

における経過措置終了の影響の程度が明らかになった。 
2015 年に新たに指定難病となった自己免疫性溶血

性貧血、発作性夜間ヘモグロビン尿症、後天性赤芽球

癆の受給者数、年齢分布を明らかにした。3 疾患とも

受給者数はいずれの年齢階級でも増加していた。 
 
Ｅ．結論 

2015 年の難病法施行前から医療費助成対象であっ

た再生不良性貧血の受給者数は 2017 年度 8,007 で、

2015年度以降、特に 2016年度から2017 年度にかけ

て、25％減と大きく減少しており、2015年の制度変更

とその（2017年度の継続申請における）経過措置終了

の影響の程度が明らかになった。2015年に新たに指定

難病となった 3 疾患の 2017 年度受給者数は、自己免

疫性溶血性貧血 898、発作性夜間ヘモグロビン尿症

622、後天性赤芽球癆 435 であった。3 疾患とも受給

者数はいずれの年齢階級でも増加していた。 
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表 2015年に新たに指定難病となった3疾患の受給者数

 

 

図１再生不良性貧血、受給者数の推移、年齢別 

 
図2 再生不良性貧血、年齢別受給者数比、2014年度受給者数を

１とした各年度の受給者数比 

 
図3 自己免疫性溶血性貧血、受給者数の推移、年齢別 

 
図 4 自己免疫性溶血性貧血、受給者数比、2015 年度受給者数

１としたときの各年度の受給者数比 

 

疾患名 2015年度 2016年度 2017年度
自己免疫性溶血性貧血 613 797 898
発作性夜間ヘモグロビン尿症 342 441 622
後天性赤芽球癆 167 314 435
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図5 発作性夜間ヘモグロビン尿症、受給者数の推移、年齢別 

 
図 6 発作性夜間ヘモグロビン尿症、受給者数比、2015 年度受

給者数１としたときの各年度の受給者数比 

 
図7 後天性赤芽球癆、受給者数の推移、年齢別 

 
図 8 後天性赤芽球癆、受給者数比、2015 年度受給者数１とし

たときの各年度の受給者数比 

 


